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　日本は移民比率が2% 程度と定着率が極めて
低く、出生減＝人口減という極めてシンプルな
人口構造です。新潟県で生まれる赤ちゃんの数
がどれだけ減少したかで、少子化の度合いが決
まります。
　人口問題は、情動的な議論をしても解決しな
いというデータサイエンスの世界で、予測可能
性も高く、適切なエビデンスをもとに現状と将
来像を分析していくことが重要です。

　1990 ～ 2023年までの33年間、いわゆる母
娘1世代分の時間軸で出生数減少率をみると、
最も減少率が高いのは秋田県で、赤ちゃんの数
が約7割も減少しています。新潟県もワースト
7位と少子化エリアであり、赤ちゃんの数が5
割以上減少しているという深刻な状況となって
います。
　一般的に「出生率が低い＝少子化が進んでい
る」と捉えられがちですが、実はそうではありま
せん。出生率が全国で1番低いことで少子化エ

リアと見られてきた東京都は、出生数減少率は
わずか17.0% となっています。この33年間で
出生数減少率が2割を下回ったのは東京都だけ
で、最も非少子化エリアということです（図1）。

　コロナ禍を含む直近10年間（2013 ～ 2023
年）の出生数減少率ランキングでは、新潟県は
ワースト8位で36.0% もの赤ちゃんが減少し
ています。
　 こ の10年 間 の 新 潟 県 の 合 計 特 殊 出 生 率

（TFR）は1.372で、全国平均の1.367とほぼ同
水準にもかかわらず、全国の出生数減少率
29.4% を大きく上回っています。
　一方、京都府の合計特殊出生率は1.255と新
潟県より低いにもかかわらず、出生数減少率は
31.0% にとどまり、新潟県より子どもの減り方
が少ないという結果となっています。これはま
さに「出生率比較の罠」といえるでしょう（図2）。

第1部：基調講演
「若者に選ばれる新潟県の未来の鍵は新潟企業にあり！

〜東京一極集中貢献道府県NO.8からの脱却を目指して〜」

基調講演：天野 馨南子 氏

04特集報告_1C_五[6-29].indd   604特集報告_1C_五[6-29].indd   6 2025/10/10   16:45:212025/10/10   16:45:21



東北活性研　Vol. 61（2025 秋季号） 7

図1

※�図表の画像・データ等の無断転載・切り抜き使用等を禁止いたします。（以下図26ま
で同様）

図2
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1．新潟県の出生減分析
　少子化対策を統計的に理解するうえで重要な
ことは、出生率の維持ではなく子どもの数の維
持であるという点をまずは大前提と理解してお
くことです。
　合計特殊出生率とは、夫婦が持つ平均の子ど
もの数ではなく、そのエリアに居住している
15歳〜 49歳までの全女性の年齢別出生率を合
計したもので、1人の女性が生涯に持つだろう
子どもの数の平均値です（図3）。

　そのため、合計特殊出生率の低下要因は、未
婚者割合の増加と既婚者の持つ子どもの平均数
の低下の2つの要素が考えられます。日本では
婚外子の割合が2% 台と非常に低く、授かり婚
であっても出生前に婚姻届が提出されるケース
がほとんどのため、未婚女性が増えれば増える
ほど、実際に生まれる子どもの数は減少します。
また、既婚女性が持つ子どもの数が減少すれば、
合計特殊出生率も当然ながら低下します。
　例えば、それぞれのエリアに10人の既婚女
性がいて、それぞれのエリアの出生数が同じ5
人の場合、既婚女性の出生率はどちらも0.5で
すが、エリア内に未婚女性が10人いる場合の
出生率は0.25、未婚女性が20人いる場合は0.17
に下がってしまいます。つまり、未婚者の占め
る割合が合計特殊出生率に大きな影響を持つこ

ととなります（図4）。

　新潟県の出生数の低下要因は2つのうちどち
らなのかを検証したところ、1970 ～ 2023年
の53年間で出生数は71％減少しました。一方
で、夫婦1組あたりの出生数は86％水準を維持
しています。つまり、結婚したカップルが産む
子どもの数は、半世紀前と比べても大きくは
減っていないのです。むしろ、初婚同士のカッ
プルに限って見ると微増傾向にあります。一方
で、婚姻数は7割減と出生数と同率で下落して
います（図5）。

図3
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　この結果、新潟県の少子化は、夫婦が子ども
を産まなくなったからではなく、婚姻数の減少
によるものだということが明確となりました。
　では、新潟県の未婚化はどのくらい進んでい
るのでしょうか。1970年と比較すると、新潟
県内の15 ～ 49歳女性人口は2020年で60％
水準を維持しています。一方、婚姻数は再婚を
含めて34% 水準、初婚同士に限れば29% 水準
と、女性人口の倍程度の勢いで婚姻数が減少し
ています。
　50歳未婚率でみても、50歳時点で一度も結
婚したことがない人の割合は、1970年は男性
1.2%、女性2.8% だったものの、2020年は男
性29%、女性16% と増加しており、男性は約
17倍、女性は約5倍と、とりわけ男性における
未婚化が急速に進んでいます（図6）。

図5

図6
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　そもそも若者は結婚したくないのかという
と、実はそうではありません。国立社会保障・
人口問題研究所が行った「第16回出生動向基
本調査」（2021年）によると、18 ～ 34歳の未
婚男女のうち、「いずれ結婚するつもり」と回答
した人の割合は、女性で84.3%、男性で81.4%
と、いずれも8割を超えていました。
　統計上、初婚同士の婚姻は34歳までの男性
で8割、女性では9割を占めているため、この
年齢層の結婚意思の変化が婚姻数に有意な影響
力を持っています。（図7）。

2．新潟県の社会増減分析
　出生率の上下動は、実は女性の流出入がかか
わっています。
　あるエリアから未婚女性が多く流出すると、
そのエリアの既婚女性の割合が高くなり、出生
率が上がります。例えば、未婚女性100人、既
婚女性20人のエリアで、10人の子どもが生ま
れた場合の出生率は0.083です。20人の未婚
女性がそのエリアから転出すると、既婚女性1
人あたりの出生数は変わらないのに、出生率は
0.1に上がります（図8）。

　新潟県の合計特殊出生率は、2013 ～ 2023
年の10年間の平均で1.37と全国平均並みと
なっているにもかかわらず出生数減少率は
36.0％となっています。一方、東京都は、出生
率が全国で最も低い1.14でありながら、出生
数減少率は21.5% と最も少子化が進んでいま
せん。未婚女性のエリア間の転入出が指標の高
低に強く影響しているというトリックがあるの
です（図9）。

図8

図7
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　直近10年間（2013 ～ 2023年）の、合計特殊
出生率と出生数の増減率の相関係数はマイナス
0.01と、無関係であることが明らかになりまし
た。つまり、出生率の高低では少子化度合を比
較することができないのです。出生率が高いか
らそのエリアの少子化対策が必ずしも優秀とい
うことではない、ということです（図10）。

　自然減と社会減は相関係数0.756と高相関が
成立しており、社会減が進むほど、その地域の
自然減も増える傾向が明らかとなっています。
高齢者が転出しても出生数には影響を与えませ
んが、出産可能な若年女性が転出した場合、そ
の地域の婚姻数や出生数の減少に直結し、自然
減に強い影響を及ぼします。「社会減で負けれ
ば自然減でも負ける」、統計的に見て、地方創生
がうまく進まなければ、どれだけ出生率を高め
ようとしても少子化対策は根本的に解決しませ
ん（図11）。

図9

図10

図11
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　コロナ禍前の10年間（2010 ～ 2019年）の
社会減ランキングでは、新潟県はワースト5位
となっており、男性の約1.3倍もの女性が転出
しています。コロナ禍以降の5年間（2020 ～
2024年）でも依然としてワースト5位で、女性
の転出数も男性の約1.3倍を維持しています。
年平均に換算すると、約3,280人もの女性が毎

年流出していることになります。
　社会減エリアがコロナ禍前後で37エリアか
ら40エリアに増え、特定地域に人口が一極集
中する動きがより鮮明になってきています。新
潟県もまた、その流れの中で東京圏への人口流
出に大きく貢献しているのです（図12）。

図12
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　東京都への転入超過人口ランキング（2024
年）では新潟県は8位と、東京都に転入してい
る人口のうち、およそ4% が新潟県出身者と
なっています。愛知県や大阪府などの大都市圏
からも多くの人口が東京都に移動しています

（図13）。

　新潟県における転入超過数（2024年）を年齢
別にみると、20代前半の転出超過が圧倒的に
多く、女性に関しては50代後半を除いた全年
代で転出超過となっています。70代以降でも
女性の転出が目立っていますが、配偶者を亡く
した高齢女性が都市部に住む子どもと同居する
ために転居しているケースが多いことが背景に
あります。
　少子化により子どもビジネスが成り立たなく
なりつつありますが、特に女性高齢者の転出に
より介護ビジネスも厳しい状況となってきてい
るのです（図14）。

　20代前半の中でも、20歳（主に専門学校卒）
および22歳（4年制大学卒）の新卒就職時の転
出が最も多く、女性は男性の1.33倍となって

います。男女間で4年制大学への進学率に大き
な差はないにもかかわらず、女性の方が圧倒的
に転出超過しているのは、若年女性にとって若
年男性よりも県内に残りたいと思えない、ある
いは県外の方が魅力的に映っている雇用環境が
あるからです（図15）。

図13

図14

図15
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3．�新潟県の少子化対策の統計的に見たポイント
の「補足」

　人口戦略会議が、国立社会保障・人口問題研
究所の推計をもとに20 〜 30代の女性人口の
減少率を市町村ごとに分析した結果を発表し、
若年女性人口が2020 〜 2050年までの30年
間に50％以上減少すると推計される自治体を

消滅可能性自治体と指定しました。新潟県にお
いては、県内30自治体のうち18自治体、つま
り60% が消滅可能性自治体として指定されて
おり、全国で10番目の多さとなっています。
それだけ20代女性の流出が、地元存続の未来
を握っているということです（図16）。

図16

04特集報告_1C_五[6-29].indd   1404特集報告_1C_五[6-29].indd   14 2025/10/10   16:45:242025/10/10   16:45:24



東北活性研　Vol. 61（2025 秋季号） 15

　20代人口対前年社会減率ランキング（2024
年）では、新潟県は女性で3.1％の社会減率で
ワースト16位で、対前年でみても0.2ポイント
悪化していました。10年で10年前の20代女性
の約3割が減る計算となります。一方、男性の

減少率はわずかに改善しており、対前年で0.3
ポイント上昇しています。女性の流出こそが深
刻な課題であるにもかかわらず、これまでの若
者定着の施策が男性側に力点があった可能性が
あります（図17）。

4．新潟県の少子化対策の統計的にみたポイント
4-1　�激変した加速価値観を経営者が痛感すること
　1987年の国の調査では当時18 ～ 34歳の男
性の37.9％が専業主婦妻を、38.3％が再就職妻

（パート）を理想としていましたが、2021年には
両立妻（出産後も仕事を続ける妻）を理想とする
男性の占める割合が39.4％と最も高い結果とな
りました。この変化は女性側も同様で、かつて
は女性の33.6％が専業主婦、33.1％がパートを
希望をしていましたが、現在は両立妻を希望す
る割合が34.0% で最多となっています（図18）。

図17

図18
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　東京在勤の若者の意識について、東京商工会
議所が2024年に調査を実施したところ、理想
のライフコースとして、男性の51.9％が両立
コースの妻を理想とし、女性の55.3％が両立
コースのライフコースを希望と回答していま

す。男女ともに、専業主婦を理想とする割合は
4％台に留まり、男性が妻に再就職コースを求
める割合も23.9％と4人に1人未満となってい
ます（図19）。

図19
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　令和2（2020）年の国勢調査による世代人口
マジョリティ 1 ～ 3位では、新潟県は60代・
70代・40代の順に人口が多く、全国平均より
も高齢化が進んでいるエリアとなっています。
一方、東京都は40代・50代・30代の順に人口
が多く、こうした世代人口の厚みの違いは、企
業経営層の年齢構成にも反映されています。東
京都では若年層の価値観やライフスタイルに寄
り添った雇用制度や育成環境が整いつつある一
方で、高齢化が進んだ地域では、多数派である
高齢層の考え方が無意識に社会全体の基準と

なってしまう問題があるため、若い世代に選ば
れるためには、意識的に脱シルバー民主主義を
推進していかなくてはなりません（図20）。

　新潟県の社会減は1都2県（東京都・神奈川県・
埼玉県）に集中しており、男性の61％、女性の
47％が東京都に転出しています。2025年5月
時点の有効求人倍率は、東京都・新潟県ともに
2.2倍となっています。都市部でも地方同様に
人材の争奪戦が起きており、DX を活用した採
用力の強化も加速しています（図21）。

図20

図21
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　女性管理職比率が高いとされる地域（徳島、
高知、青森）は、いずれも20代女性の流出率が
高いエリアとなっています。地域の9割以上が
小規模事業者、特に親族経営が多いために、家
族や身内を管理職とすることで管理職比率が容
易に上昇してしまう「管理職パラドックス」が
存在します。よって、女性活躍指標としては優
先度は低いものの、新潟県の女性管理職比率は、
2010年の11.7％（全国42位）から、2020年
の13.1％（全国46位）と順位を下げており、他
県から後れをとっている状況です。
　女性活躍推進法に基づく行動計画提出企業

（2025年3月末時点）のうち、22％が東京都の
企業ですが、えるぼし認定企業となると46％、
プラチナ認定企業では44％が東京都の企業と
なっています。一方、新潟県は、行動計画提出
企業が1.8％ですが、えるぼし認定企業は2.3％、
プラチナ認定企業は小柳建設様と第四北越銀行
様の2社で2.5％と全体の企業割合で考えると
奮闘している企業がみられている状況となって
います。これらの取り組み状況はすべて厚生労
働省の Web サイトで公開されており、学生や
若手求職者にとっては企業選びの重要な判断材
料となっています（図22）。一部の企業の取り
組みにとどまっているジェンダーレス雇用の取
り組み状況を全体に拡大することが必須です。

4-2　共働き世帯の方が子どもが多いことを知る
　共働き夫婦世帯の方が専業主婦世帯よりも子
どもが多いという傾向は、全国的にも新潟県で
も共通しています。18歳未満の子どもがいる世
帯でみても、専業主婦世帯は一人っ子世帯が多
く、共働き世帯の方は多子世帯が多い状況です。
　また、共働き世帯は年々増加傾向にあり、加
えて、婚姻届が提出されたうち約35％が10年
以内に離婚届を提出しているという現状もあり
ます。こうした社会背景の中で、男女ともに経
済的に自立した関係性が必須となる傾向が強く
なっているため、労働市場や雇用制度の改革も
必要となってきます（図23）。

図22
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4-3　�女性不活躍に最も反対しているのは若年
男性（誰のための雇用改革か）

　男は仕事・女は家庭という価値観に悩んでい
るのは、特に地方の若い男性に多くみられます。
福岡県が実施した調査によると、男は仕事・女
は家庭という考え方に対し、特に29歳以下の
男性が反対の割合が最も多い結果（8割反対）と
なり、70歳以上の男性と30ポイント以上の反
対割合の差となりました（図24）。

4-4　業務 IT 化とリモートワークの推進が鍵
　東北活性化研究センターでは、東北圏出身（最
終学歴地も東北圏）で、現在東京圏に居住する
20代女性を対象に就職の実態についてインタ
ビュー調査を実施しました。その中で浮かび上
がってきたのは、リモート採用・テレワークの
有無が、就職地選択の大きな決め手になってい
るということです。
　東京商工会議所が行った調査でも、結婚・子
育てを想定した際に望ましいと思う制度では、
テレワークが61.2％、フレックスタイム制が
58.5％と、高い支持を得ていました。
　しかし、テレワーク就業率は東京では26％
を超える一方で、新潟県は5％程度と著しく低
く、IT 化・ペーパーレス化への対応の遅れが、
若者の就職選択から外れる要因となっています

（図25）。

図23

図24
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　日本の20代人口は、40代人口の67％しかい
ない時代に入っており、新潟県の20代人口は
40代人口の59%、最多層の60代人口と比べる
と半分程度です。貴重な20代人口の半分の女
性の生産性を放置してよいはずがありません。
　日本の男女賃金格差は、OECD38カ国でワー
スト4位。2割以上の格差がある国は6カ国の
みで、その多くが軍事国家です。また、男女の
賃金格差が開いている国は、労働生産性も総じ
て低いのです（図26）。

　Z 世代はデジタルネイティブで、コスパ・タ
イパ重視。住まいもペアローンが前提の時代で
す。男女問わず安定した賃金が求められ、旧来
的な男性方働き前提の賃金カーブや性別役割分
担では見向きもされません。
　前例主義のバイアスが強まる高齢化社会にお
いて、「変えたくない病」との闘いこそが人材確
保の要となります。「狂気とは即ち、同じこと
を繰り返して違う結果を期待すること」を胸に
刻んで改革を進めていただきたいと思います。

図26
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